
衆議院議員小選挙区における地域の実情を踏まえた区割りの改定を求める意見書

本年６月１６日、衆議院議員選挙区画定審議会より衆議院小選挙区選出議員の選挙区の

改定案についての勧告が行われ、北海道では第３区、第５区において区割りの改定案が示

されました。行政区域が広大な北海道では、地方自治法第１５５条第１項に基づき支庁が

設置されており、北海道の総合振興局、振興局は、都道府県知事の権限に属する事務を分

掌し、市町村と連携協力を図りながら地域の課題に即応した行政運営と地域の特性や地域

住民の意向に配慮した政策を効果的・効率的に推進する役割を担っています。今回示され

た改定案は、北海道第５区に属する石狩振興局６市１町１村のうち、石狩市を北海道第４

区、北海道第３区のうち札幌市白石区の一部を北海道第５区へ編入する案となっておりま

す。振興局の市町村を分断する区割り改定は、経済圏、生活圏を共にし、これまで積み上

げてきた地方自治の機能を奪うことになりかねず、国が進める広域連携の推進にも逆行し、

地方の実情が国政に反映しにくい状況が生じることが懸念されます。

また、衆議院議員選挙区画定審議会設置法における区割りの改定案は、国勢調査の人口

に基づき行うこととなっているが、衆議院議員選挙区画定審議会では、同法に定めのない

第４９回衆議院議員総選挙の当日有権者数において格差２倍以上となっている状況なども

考慮するという項目を区割りの改定案の作成方針に追記し、令和２年国勢調査人口におい

ては格差２倍以上となっていない北海道第３区、北海道第５区を改定対象として区割り改

定案を作成しています。法の規定を超え、１票の格差を是正するためだけに半ば強引な区

割り変更を行うことは、従来からの一体性のある地域連帯や絆を分断することとなり、地

域協議を行う余地さえ与えない拙速な区割りの改定は、本市議会としても許容し難いもの

であります。

よって、国におかれましては、区割りの改定について下記の事項を十分考慮した上で、

慎重に行うことを強く要望いたします。

記

１ 衆議院議員選挙区画定審議会設置法第３条第１項の規定に則さない区割りの改定案は

認めないこと。

２ 北海道の広域性や人口の偏在といった地域事情に十分配慮し、区割りの改定において

は地域協議や調整の猶予を与えること。

３ 経済圏、生活圏、歴史、文化といった地域の一体性を考慮し、市町村の健全な発展と

地域の実情を踏まえた区割りの見直しを行うこと。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。
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